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は じ め に 

近年、人口減少や住宅の老朽化、社会情勢の変化等に伴い、全国的に空き家等が増加しています。特

に、適正な管理が行われないまま放置されている空き家等は、防災面や環境面など、様々な面で周辺に

悪影響を及ぼしていることが大きな問題となっています。 

このような状況に対応するため、国は、地域住民の生命や財産の保護、生活環境の保全、空家等の活

用の促進を目的として、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」という。）を制定し、

平成27年5月26日（一部は平成27年2月26日）に施行しました。 

本町においても、空き家等の増加やそれがもたらす問題は、町民生活の安全・安心を確保するうえで

重要な課題であることから、平成 31（2020）年 6月には「空き家等実態調査」を実施し、町内全域の

空き家等の数が 207件であることが判明しました。これらの状況を踏まえ、令和元（2020）年度に「長

沼町空家等対策計画」（以下「第１次計画」という。）を策定し、令和元（2020）年 6月に「長沼町

空家等対策の推進に関する条例」（以下「条例」という。）を施行するなど各種施策を展開してきまし

た。   

この度、第１次計画の期間が終了となりますが、今後も人口の減少や既存の住宅・建築物の老朽化が

進行し、空き家等が更に増加していくことが予想されます。 そのため、新たに令和 6（2024）年度を

初年度とする「第２次長沼町空家等対策計画」（以下「本計画」という。）を策定し、第１次計画同様

『町民の良好な生活環境を保全し、安全で安心なまちづくり』に取り組むことを目的に、計画の根幹部

分は継続しつつ、空き家等に関する問題の発生予防から解消までの総合的な空き家等対策を行うもので

す。  
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第１章  空き家等対策の現状把握 

１．人口・世帯数の推移 

長沼町の総人口は、昭和 35（1960）年の 18,763人から人口は減少傾向にあり令和 2（2020）年に

は 10,289人となり、ピーク時と比べて 60年間で 45.1％の減少となっています。1995年（平成 7年）

に 12,293人と 1990年（平成 2年）対比で 11人の増加に転じたが、2005年（平成 17年）は 12,401

人で 51人減、2010年（平成 22年）に 11,691人で 710人減、2015年（平成 27年）には 11,076

人で 615人減となっている。 なお、2015年（平成 27年）の人口 11,076人は、ピークであった 55

年前の 1960年（昭和 35年）対比で 59.0％、7,687人の減少となります。 また、世帯あたり人数は

一貫して減少傾向にあり、2015 年（平成 27 年）では 2.60 人で、世帯数は 4,257 世帯となっていま

す 。世帯数についても 2005年（平成 17年）をピークに減少傾向に転じています。 

【表１ 人口と世帯数の推移】 

S55 年 S60 年 H2 年 H7 年 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 R2 年 

（1980） （1985） （1990） （1995） （2000） （2005） （2010） （2015） （2020） 

人口 13,354 12,921 12,282 12,293 12,452 12,401 11,691 11,076 10,289  

世帯数 3,519 3,526 3,517 3,779 4,096 4,404 4,324 4,257 4,091 

令和 2年国勢調査 

（２）住宅所有関係別世帯数の状況

【表２ 住宅所有関係別世帯数の推移（単位：世帯）】 

区 分 H2 年 H7 年 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 R2 年 

持ち家 2,517 2,752 3,078 3,276 3,247 3,187 3,098 76.1% 

公営借家 269 270 297 322 304 316 281 6.9% 

民営借家 348 393 441 510 513 520 543 13.3% 

給与住宅 268 257 220 181 150 116 78 1.9% 

間借り等 41 34 0.9% 

住宅以外 59 36 0.9% 

計 4,239 4,070 100.0% 

令和 2年国勢調査 
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２．空き家等実態調査【現地調査】 

本町では、平成 30 年度に長幌上水道企業団の閉栓データ及び南空知消防組合と株式会社ゼンリンの

空き家等の情報を元に、職員による現地調査及び意向調査を実施しました。令和5年度の第2次調査は、

既存データ及び株式会社ゼンリンの空き家等の情報を元に調査を実施しました。 

（１）現地調査方法 

   ①公道からの調査 

  ②調査票は主要な用途の建物にて作成（主に住宅） 

③敷地内に複数の建物がある場合、１件と集計 

 ④敷地内複数の建物がある場合、倉庫等の付属建物は 

  棟数を調査。また、特定空家等の可能性のある建物 

  も棟数の調査を行う 

 ⑤空き家等の可能性のある場合、外部写真を撮影 

  

（２）調査期間 

令和 5年８月 10日～令和 5年９月 30日 

 

 

 

 

 

 

 

 

法で定義される空き家 

第２条 「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされて

いないことが常態（※）であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）を

いう。 

※また、空家法の基本指針では、「建築物等が長期間にわたって使用されていない状態をいい、 

例えば概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことは１つの基準」とされています。 

 

 
住宅 

敷地 

倉庫 
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３．実態調査結果と課題等の整理 

（１）実態調査結果

１）空家等、特定空家等、管理不全空家等の候補数

・空家等候補件数  ：１９８件 ※危険度ランク A・B含む 

・特定空家等候補数   ：１９８件 ※危険度ランクＡ 

・管理不全空家等候補数  ：１２９件 ※危険度ランク B

２）空き家率

・町内の家屋総数   ：10,323棟 （H30 10,529棟） 

※固定資産税台帳より 令和 5年１月１日時点

・空き家実態調査による空き家棟数    ：   198棟 （H30  395棟） 

・空き家率（198／10,323） ：  1.9％ （H30   3.7％） 

【表 3 不良度判定結果 (不良度ランクと判定内容・空き家等件数・割合)】 

危険度 
ランク

判定内容 

空き家等数 

件数 
危険度判定対

象件数 185 件

に占める割合

Ａ 
倒壊や建築材の飛散など危険が切迫してお
り、緊急度が極めて高い 

8 件 4.0％ 

Ｂ 
今すぐに倒壊や建築材の悲惨等の危険性はな
いが、管理が行き届いておらず、損傷が激し
い 

29 件 14.6％ 

Ｃ 
管理が行き届いておらず損傷も見られるが当
面の危険性はない 

96 件 48.5％ 

Ｄ 小規模の修繕等により再利用が可能 52 件 26.3％ 

判定不可 損傷等の目視確認等が出来ず、判定が不可能 13 件 6.6％ 
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３）調査結果について

町内の空き家等の分布図及び行政区と住所表示毎に集計した空き家数は次のとおりで、市

街地以外については町内全域に広く点在しています。農村地域の空き家等については、離農

した方の住宅及び納屋が空き家等として残されていると思われ、構造・用途・規模について

は、2階建ての木造住宅が多く空き家等となっています。 

   特定空家等の可能性が高い建物（特定空家等候補建物数）については、廃屋となり倒壊す

るなど用途もわからない建物は 8件あります。また、倉庫では傾斜・倒壊・屋根の剥落など

起こしているものも 20件以上存在しています。特定空家等の可能性が高い建物については、

市街地より農村地域に多く点在しています。 

 空家等分布図及び行政区・住居表示毎の集計表は次のとおりです。 
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【表４ 行政区・住居表示毎の集計表】 

行政区名 件  数 行政区名 件  数 

１区 ５ １７区 ９ 

２区 ６ １８区 ７ 

３区 ４ １９区 ３ 

４区 ５ ２０区 ３ 

５区 ５ ２１区 ８ 

６区 ７ ２２区 ３ 

７区 ３ ２３区 ６ 

８区 ２ ２４区 ４ 

９区 ４ ２５区 ４ 

１０区 ３ ２６区 ３ 

１１区 ６ ２７区 １ 

１２区 ３ ２８区 ５ 

１３区 １ ２９区 ５ 

１４区 １ ３０区 １０ 

１５区 １ ３１区 ５ 

１６区 ５ 

住居表示 件  数 住居表示 件  数 

錦町 ８ 旭町 ７ 

本町 １ 曙町 １ 

栄町 ３ あかね町 ５ 

中央 ４ しらかば ７ 

銀座 １２ 西町 １ 

東町 ７ 北町 １ 

宮下 ２ 南町 ２ 

合計 １９８ 

注１：１～３１区は行政区域ごとに空き家等の集計 

注２：住居表示のある市街地については、住居表示区域ごとの空き家等の集計。 
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（２）現地調査による課題整理

■空き家等は町内全域に分布しており広域的な対応の必要があります。

■空き家等のうち、約４％が倒壊の可能性があるなど、危険な状態で放置されています。

■地域によって空き家数に開きがありますが、町域全体を見渡した総合的な対策を進めることが

必要です。

（３）これまでの対応からの課題整理

■空き家等の所有者や相続人として、維持管理を行わなければならないことを認識していないケ

ースが多くあります。

■長年にわたり相続登記しなかったことで、相続人の範囲が広がり、解決しようにも話がまとま

らない案件があります。

■資金的に空き家の適正管理が行えないとの相談があります。

■所有者が判断能力が無いため、成年後見人が付いており空き家の解体等の管理ができないと言

われる案件がります。

■所有者不在の空き家が存在しています。
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第２章 空き家等に関する課題

１．第１次計画における課題とこれまでの主な取組 

１）第１次計画における課題

・【予防】

⇒ 空き家等になることを未然に防止するため、所有者等はもとより、広く町民にも管理

責務の周知を図り、所有者等への管理意識の醸成を図ることとしていました。

・【老朽危険空家等への対応】

⇒ 適切な管理が行われていない空き家等の所有者等に対し、周辺の生活環境の保全を図

るために必要な措置を講ずるよう適切な管理を促すこととしていました。

・【利活用への支援】

⇒ 跡地も含めた空き家等を地域の資源と利活用するため、流通市場の活性化や空き家等

の除却・利活用に際しての支援策の検討を進めることとしていました。

２）これまでの主な取組

第１次計画では、下記の３つの基本方針を定め、所有者等による自発的な取組の促進に

努めるとともに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空き家等については所要の措置を講じ、

空き家等の有効活用の推進を図りました。  

＜取り組み１＞予防 

広報ながぬまやホームページ、納税通知書に空き家の適切な管理を依頼する文書を同封

し、所有者等に空き家等の管理意識の醸成を図りました。 また、住宅の住宅リフォームへ

の支援を行いました。危険な空き家等の状況把握に努めています。 
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＜取り組み２＞ 利活用の促進 

空き家等の利活用の促進のため空家の活用支援助成事業を創設しました。また、空き家

バンクの周知を行いました。 

＜取り組み３＞ 老朽危険空家等への対応 

国の補助制度を活用して特定空家等の除却費用の一部助成を行いました。また、特定空

家等の認定については、長沼町家等対策協議会において決定した特定空家等判定調査票の

認定チェックシートに基づき、これまで16棟（令和５年12月時点）認定しました。認定後

は、法に基づき「助言・指導」を行い、15棟が除却され残りの1棟は勧告を行っています。 

また、その空き家等は周辺環境に著しい危険を及ぼしていたため、緊急安全措置を講じま

した。 

２．第２次計画における課題の設定 

第１次計画におけるこれまでの取組や所有者意向調査の結果等を踏まえ、第２次計画におい

ては、第１次計画に肉付けする形で以下の３つを課題として設定し、それぞれの課題において

新たに生じている問題もあることから、その解消につながる取組を実施していきます。 

・適正管理の周知・啓発

・適切に管理されていない空き家等への対応、特定空家等の除却支援

・利活用への支援・空き家等の流通促進
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＜適正管理の周知・啓発＞ 

・これまで所有者等の管理意識の醸成を図るため、納税通知書に空き家の適切な管理を依

頼する文書を同封する等の取組を進めてきましたが、前回の所有者意向調査の結果では、

空き家の管理を行っていなかったり、今後の予定がないと回答した所有者等も一定数い

ることから、これまでの取組を継続するとともに、第三者や周辺建物などに被害を及ぼ

した場合、損害賠償などの管理責任を問われるリスクについて伝えるなど、より一層効

果的な周知・啓発を行う必要があります。

・関係団体への相談に関する一定のニーズがあることから、引き続き、法務、不動産団体

等と連携して、情報発信や相談体制の充実に取り組む必要があります。

・住宅の老朽化等が進むと「空き家化」が進行するおそれがあることから、住宅ストック

の良質化等を図るため、国で実施している住宅の省エネ化等の補助制度の周知や町で実

施している住宅リフォームへの支援を継続して行う必要があります。

・情報の収集に努め、空家等に関するデータベースの充実を図る必要があります。

  ＜適切に管理されていない空き家等への対応、特定空家等の除却支援＞ 

・町民等から空き家等に関する相談があった場合は、所有者等へ適正管理の依頼を行ってき

ましたが、管理不全な空き家はおおむね４０棟程度存在しており、解決に至っていない物

件も多数あることから、今後も解決に向けて所有者等へ働きかける必要があります。

・適切に管理されていない空き家等は、周辺に悪影響を及ぼすことから法、基本指針、国の

ガイドライン等に基づき、適切に対応する必要があります。

・前回実施した所有者意向調査の結果では、期待する行政サービスとして「解体費などの助

成」が最も多く、空き家等の除却費用が工面できないなどの経済的理由から、適切な管理

が行われていない空き家等もあることから、除却等を促進するための金銭的な支援を継続
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して実施する必要があります。 

・雪害による空き家の倒壊等、近隣への切迫性が高い事案が増えており、緊急時には迅速で

適切な対応を行う必要があります。

・所有者等が不存在または相続放棄された空き家等も存在することから、今後、相続財産清

算人制度等を活用した対応の検討が必要となります。

＜利活用への支援・空き家等の流通促進＞ 

・空き家等や跡地の利活用を促進するために、国が行う補助や税の優遇措置等の情報提供を

行い、相談体制等の充実に取り組む必要があります。
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第３章 長沼町の空き家等対策計画 

１．計画の目的 

適正な管理が行われていない空き家等が、防災・衛生・景観等の地域住民の日常の生活に

深刻な影響を及ぼしている現状を踏まえ、こうした悪影響から住民の生命・身体・財産等を

守ることを第一の目的としながら、本町においては、特に、人口減少対策も視野に入れ、定

住施策等と連携した取組み・成果に繋がる「良好な住環境づくり」の観点からも、着実に空

き家等対策を進めることが必要です。 

２．空き家等対策施策展開の背景 

（１）長沼町の目指す方向＜第６期長沼町総合振興計画＞

長沼町では、令和3年度を初年度とする「第６期長沼町総合振興計画」を策定しています。総合振興

計画では、四季折々の風情を見せるふるさとの山「馬追丘陵」や豊かに耕された田園の輝き、誰もが安

全に暮らせるまちづくりを目指して、新しい時代に向けた本町の基盤づくりを進め、緑の充実や農業の

振興は本町の普遍的なテーマであることを示しています。 

本計画では、第６期総合振興計画との整合を図りながら進めることとします。 

■第６期長沼町総合振興計画

●計画期間 2021年度（令和３年度）～2028年度（令和10年度）

＜前期計画期間 2021年度（令和３年度）～2024年度（令和６年度）、

後期計画期間 2025年度（令和７年度）～2028年度（令和10年度）＞ 

●まちづくりのテーマ（目指す姿）

－ひとと自然の共生 きらめく田園と交流のまち ながぬま－

・安全・安心で快適に暮らせるまち

・ひとと自然が共生する美しいまち

・ひとにやさしく健康に暮らせるまち

・地域産業で活力を生み出すまち

・多様なひとと文化を育むまち

・健全な行財政運営で活気あふれるまち

・ひとが集まり持続可能なまち

●基本施策① 安全・安心で快適に暮らせるまち[抜粋]



14 

 第６節 住環境の整備と定住促進 

２）美しくゆとりのある住宅地の創出

・住宅の安全性・耐久性・居住性の向上と地域経済活性化対策の一環として、住宅リフォ

ームや耐震診 断・改修に対する支援に努めます。

・空家の利活用及び老朽空家の解消を軸とする総合的な空家等対策を推進します。

・町民と行政の協働により美しい景観を創出するため、「長沼町美しい景観づくり計画」

に基づき、景観 悪化を防止するとともに、美しい景観の形成に努めます。

３）定住促進に向けた施策の推進

・お試し暮らし体験住宅の運営管理を民間委託し、暮らし体験を利用者任せではなく、管

理受託者が工夫を凝らしたながぬま暮らしのサポートを行い、移住実現の確率を向上し

ます。

・町内の不動産取扱事業者と連携し、物件掘り起こし、移住希望者とのマッチング、お試

し暮らし体験住宅利用者との情報連携を進めます。

・より多くの情報をワンストップで発信、移住希望者に対応できる体制構築を図ります。 

（２）事前防災及び減災政策の展開方向＜長沼町強靭化計画＞

長沼町では、令和４年度に「長沼町強靭化計画」を策定しています。長沼町強靭化計画は、町におけ

る国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる計画として位置づけられ

ています。 

本計画では、長沼町強靭化計画との整合を図りながら進めることとします。 

■長沼町強靭化計画（令和４年４月）

●計画期間 令和３年度～令和１０年度

●基本テーマ 安全・安心で快適にくらせるまち

●カテゴリー１ 人命の保護

１-１-２ 建築物の老朽化・空き家対策

・空き家等所有者への適正管理の必要性及び利活用制度の周知

・空き家の活用及び解体に対する助成事業

（３）住宅政策の展開方向

長沼町では、平成２８年度に「長沼町住生活基本計画」を策定しています。長沼町住生活基本計画は

上位計画である長沼町総合振興計画における住宅分野における基本計画として位置づけられています。 

本町における今後の住まい・まちづくりの住宅施策を、地域の発展と連動した取組とし住宅関連施策

を計画的・総合的に推進することを目的としています。 
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本計画では、長沼町住生活基本計画との整合を図りながら進めることとします。 

■長沼町住生活基本計画（平成２８年３月）

●計画期間 平成２８年度～令和７年度

●基本テーマ

環境と交流の恩恵を受け 住む人が元気になり、まちが元気になる 住まい・まちづくり

●目標１ 町民一人ひとりが 安全安心に暮らすことができる 住まい・まちづくり

②子育て世帯が安心して 暮らせる住まい・環境づくりの 支援

・子育て世帯向の空き家活用の促進【空き家バンク制度の充実】

・子育て世帯の住替等に関する住情報の提供【空き家・空き地バンク制度の推進】

③住替えを誘導する循環型 住宅市場の形成

・中古住宅市場情報の整備【空き家バンク制度の推進】

●目標２ 地域環境や自然環境と調和した 住まい・まちづくり

②地域景観に配慮した 住まいづくりの推進

・廃屋対策など良好な景観づくりの推進【危険空き家除却に対する助成制度の検討】

●目標３ 地域再生に寄与する 来てみたい・住んでみたい 住まい・まちづくり

③空き家・空き地活用の促進

・空き家活用の促進【空き家活用支援の検討など】

・空き家・空き地バンク制度の充実【空き家・空き地情報の受発信】

・移住希望者への住情報の提供【空き家・空き地情報の受発信】

【計画の位置付け】

第６期長沼町総合振興計画 

[令和３年度～令和１０年度] 

長沼町強靭化計画 

[令和３年度～令和１０年度] 

 

長沼町公営住宅等長寿命化計画 

（令和２年度～令和１１年度） 

長沼町住生活基本計画 

※住宅分野における基本計画

（平成２８年度～令和７年度） 

即する 

長沼町空家等対策計画 

(令和６年５月～ 

令和１６年４月） 

【法第７条】 

空家等対策の推進に係る特別措置法 

 

即する 

基本指針 
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３．計画期間と計画の見直し 

計画期間は、１０年間とします。 

なお、計画は、各種施策の実施による効果や社会状況の変化等により、必要に応じて見直

すこととします。 

計画期間：令和６年５月から令和１６年４月まで 

４．計画の区域 

対象とする区域は、長沼町内全域とします。 

５．対象とする空き家等 

空家法第 2条第 1項で規定する「空家等」のほか、空き家となる可能性があり、登記情

報で所有者等を特定できる長屋及び共同住宅等の空き部屋についても、予防の対象としま

す。  

なお、町が所有又は管理する空き家等についても、積雪等で倒壊、飛散、破損により町

民に危険が予想される場合や除却後の跡地又は増改築の後の建築物を地域活性化のために

計画的に利用する場合は、計画の対象とします。 

対象とする空き家等：法第 2条第１項で規定する「空家等」  

（法第２条第２項で規定する「特定空家等」及び法第１３条第 1項で

規定する「管理不全空家等」を含む。） 

※空家等の定義（法第２条第１項） この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに

附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及び

その敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。法第 22 条第２項において同じ）を



17 

いう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

※特定空家等の定義（法第２条第２項） この法律において「特定空家等」とは、そのまま

放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあ

ると認められる空き家等をいう。

※管理不全空家等（法第 13 条第 1 項）：適切な管理が行われていないことにより、その

まま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる

空き家等をいう。

６．対策の実施体制 

（１）庁内での実施体制

空き家等については、関係法令が多岐にわたり、町民等から寄せられる苦情や相談の対応のあり方

も状況によって異るため、当初の相談受付窓口として、事務局である都市整備課に一元化された窓口

を設置します。また、空き家等がもたらす問題等は、防災、防犯、衛生、景観等多岐にわたることか

ら、庁内関係部局が連携して取り組むこととします。 

課 名 役 割 

都市整備課 建築係 ①協議会に関すること

②空家台帳に関すること

・入力、データ更新

③空家等の調査に関すること

・空き家等の立入調査及び評価に関すること

・相続放棄、所有者不明

④特定空家等の措置及び対処に関ること（建築物）

・助言、指導、勧告、命令、行政代執行、緊急代執行
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⑤管理不全空家等の適切な管理の促進に関すること（建築物）

・空き家等の適正管理を町民等に周知、指導、勧告

⑥緊急安全措置に関すること（建築物）

・危険な状態を回避するための必要最小限の措置

⑦苦情、相談、情報等の窓口

・町民及び所有者等からの苦情、相談、情報等の聴取

⑧関係機関との連携に関すること

管理係 ⑨町道への影響がある場合の指導等

⑩国道、道道に影響がある場合の対応

政策推進課 企画政策係 ①空き家・空き地バンクに関すること

②空き家等の利活用の促進に関すること

（移住希望者等の情報提供、相談） 

税務住民課 

税務住民課  

税務係 ①空き家等の調査に関すること

・固定資産税台帳等による空家等の所在及び所有者調査

②固定資産税等の特例措置に関すること

町民生活係 ③さわやか環境づくり条例に関すること

指導・勧告・命令 

④所有者等の調査に関すること

・戸籍、住民登録に関すること

⑤特定空家等の措置及び対処に関ること（衛生、不法投棄、防犯、立木等）

・助言、指導、勧告、命令、行政代執行

⑥緊急安全措置に関すること（衛生、不法投棄、防犯、立木等）

・危険な状態を回避するための必要最小限の措置

産業振興課  商工観光係 ①空き家等の利活用の促進に関すること

（商工業に関する移住希望者等の情報提供、相談） 

南空知消防組合 

長沼支署 

①消防法に基づく空き家等の指導に関すること
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■実施体制図

（２）長沼町空家等対策協議会

空家等対策計画の策定、その他空家等対策の推進に関し必要な事項について検討するた

め、長沼町空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置し、町長のほか次の構成

員で組織します。 

１）地域住民

２）学識経験を有する者

３）関係団体等が推薦する者

４）その他町長が必要と認めるもの

所有者情報保有機関 

・税務住民課(税務係)

・他市町村

・法務局 等

空き家情報

空き家等相談窓口 

（都市整備課建築係） 

・データベース化

・協議会事務局

空き家等対策関係部署 

・税務住民課（町民生活係）

・政策推進課（企画政策係）

・産業振興課（商工観光係）

・南空知消防組合長沼支署

・警察

・道路管理者 等

町 民 等 

空き家等所有者 

対応報告

照会

提供

情報共有

連携 

対応

 

協議

関係機関による対応

長沼町空家等対策協議会 

・『空家等対策計画』作成・変更 

・特定空家の判断に関すること

・立ち入り調査の方針に関すること

空き家情報
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（３）関係機関等との連携

空き家等対策や住民からの相談については、専門的な内容も多いことから、必要に応じ、

関係機関や次の関係団体とも連携を図ることとします。 

内  容 関係団体 

相続登記や成年後見などに関すること 札幌司法書士会 

不動産取引（売買や賃貸）などに関すること 全日本不動産協会 北海道本部 

全国宅地建物取引業協会連合会 北海道本部 

建物の診断や利活用などに関すること 北海道建築士会 

土地・建物の登記、境界などに関すること 札幌土地家屋調査士会 

（４）空家等に関するデータベース整備

法第11条に、空家等に関するデータベースの整備を行う努力義務が規定されており、本町において

も、空き家等対策に活用し空き家等情報を管理していくためデータベースを整備しております。また、

事務局に寄せられた空家等の情報については、庁内関係部局間で所有者等の情報や対応経過等の記録

を共有し、より連携を深め、効果的な対応を促進していきます。なお、空家等の所有権は売買、相続

等により常に移動し、空家等の劣化状態も常に変化するため、データベースの更新・維持管理に努め

ます。 

７．取組みを進めるうえでの基本的な方針 

法では、対策実施や必要な措置を講じることを市町村の責務と規定していますが、こうし

た行政主体の責務に関する規定の前に、「空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に

整備する情報： 

■所在地 ■所有者 ■構造

■危険度 ■写真 ■指導等の経過
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悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努める（法第５条）」ものと規定されてい

るように、空家等の所有者が、自らの責任により適切に対応することを基本としています。 

しかしながら、空家等の所有者等が経済的な事情等から自らの空家等の管理を十分に行う

ことができず、その管理責任を全うできない場合等もあり、このような場合には、所有者等

の第一義的な責任を前提にしながらも、住民に最も身近な行政主体（町）が、解決に向けた

一定の対策を実施する必要があります。 

こうしたことから、本町では「予防」「利活用の促進」「管理不全空家等への対応」を軸

に総合的な取り組みを進めるものとし、このうち、「利活用の促進」、「管理不全空家等へ

の対応」については、人口減少対策等を視野に入れ、着実に取組みを進めていくものとしま

す。 

８．空き家等対策に向けた取組み 

基本的な方針に基づいた取組みを進めるにあたり、「予防」、「利活用の促進」、「管理

不全空家等への対応」を基軸として、所有者等、地域住民、関係団体等と連携を図りながら、

総合的かつ効果的に取り組みを推進することとします。 

予防 適正に管理されていない空き家等を放置すれば、老朽化が進み、環境衛生や景観

の悪化など、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼすことが予想されることから、適

正管理に向けた啓発や支援制度などの周知のほか、空家等そのものの発生予防にも

努めることで、周辺に悪影響を及ぼす空家等となることを予防します。 

利活用の

促進 

空き家等の増加や管理不全となることを予防するため、空き家等及びその跡地の

積極的な利活用を促進します。 
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利活用の促進については、空き家等対策単体としてではなく、人口減少対策の観

点も重視し、本町の魅力や特色をアピールしながら、移住や定住施策との連携を見

越した取組みを進めます。 

管理不全

空家等へ

の対応 

適正に管理が行われていない空き家等の所有者等に対して解体などの措置を促

すとともに、解体工事費用の支援などにも取り組むことで、周辺に著しく悪影響を

及ぼす空き家等の解消を図ります。 

また、所有者等を確知できないことで、改善が見込めない空き家等については、

行政代執行なども視野に入れ、取組みを強化します。 
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予 防 

1 所有者への適正管理の呼びかけ 

適正に管理が行われない空き家等の増加を未然に防ぐためには、空き家等を適正に管

理するよう所有者に呼びかけていくことが重要であることから、以下の取組みを進めま

す。 

（１）適正管理を促す啓発（見直し）

空き家等の適正管理を促すうえで、所有者等としての責務を的確に認識してもらう必

要があることから、広報誌等で幅広い啓発に取り組むとともに、予防に繋がる支援策な

どの周知に努めます。 

また、空き家等対策に関する連携協定団体と無料個別相談制度や空き家相談員制度等

空き家所有者が相談しやすい体制整備に取り組みます。 

（２）相続登記を促す啓発と相談体制整備（継続）

相続登記の未了は、相続人の特定に時間を要するほか、相続人が多数となれば、個々

の責任感が希薄化することも考えられることから、関係団体とも連携のうえ、空き家等

の利活用を阻害している問題の解決を支援する相談体制整備を整備し速やかな相続登記

を促すための取組みを検討します。 

また、所有者が死亡した際など、一定の手続きが必要な機会での的確なアドバイスに

努めます。 

（３）早期対応の仕組みづくり（継続）

適正に管理されない状態が続けば、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼすことが予想
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されることから、空き家等情報をデータベースで管理し、状態が深刻化する前の早期対

応に努めます。 

（４）空き家等の維持管理サービスの展開（継続）

空き家等の所有者の中には、町外居住者も多く維持管理を実施していくのが困難なケ

ースも見受けられ適切な管理が行なえていない原因の一つになっています。こうしたこ

とから、空き家等を適切に維持管理するサービスの仕組みの普及について、地域産業の

活性化という視点からも新たなビジネス展開の可能性として地元住宅関連事業者等と情

報を共有しながら検討を進めていきます。 

（５）家屋の長寿命化の促進（継続）

空き家等の発生を抑制するためには、空き家等になる前に耐震改修やリフォーム等に

より住宅の質を向上させ、「空き家等にさせない」取組を行うことも効果的です。本町

では現在、昭和 56 年の新耐震基準施行以前に着工された建築物の無料耐震診断を実施

しています。 これらに関する周知を図ることにより、家屋の長寿命化に関する取組の支

援を図ります。   

（６）国や道の支援施策の情報提供（新規）

国では、平成 28 年度から空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所

得の 3,000万円特別控除）を実施しています。この制度は、被相続人が居住していた家

屋の相続人が、当該空き家又は取り壊した後の土地を譲渡した場合に、その譲渡所得か

ら 3,000 万円を特別控除するものです。 このほか、国や県により空き家の発生を抑制

するための有効な施策が実施された場合には、情報の周知を行います。 



25 

（７）空家等活用促進区域の検討（新規）

中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等、町が区域と活用指針を定める「空

家等活用促進区域」の指定について検討を行います。空家等活用促進区域では、建築基準法

上の接道に係る前面道路の幅員規制の合理化（安全確保等が前提）、用途規制等の合理化な

どが図られ、また所有者等に対して指針に合った活用を要請することが可能となる。区域の

検討にあたっては、総合振興計画や令和７年度策定予定の都市計画マスタープラン及び立地

適正化計画との関係を考慮して慎重に検討を行い、本町の有する課題解決に資するものとす

ることが前提となるよう配慮します。  

（８）空家等管理活用支援法人の検討（新規）

空家等管理活用支援法人は、空き家等の管理・活用に取り組む NPOや社団法人などの団

体に対して市町村長が指定を行う機関です。空き家等の管理や活用の際の市町村における人

員不足を補い、専門的知見やネットワークを活かして、空家等の所有者等や空家等の活用希

望者に対する相談対応、普及啓発等を担うことが期待されています。 空家等管理活用支援

法人の指定について、本町の状況やニーズについて把握したうえで、慎重に検討することと

します。 

利活用の促進 

2-1 「空き家バンク」の活用の促進

空き家等の有効活用を通して、定住の促進、地域の生活環境や景観の保全及び防犯・防

災面を向上させるため、平成25年から「長沼町空き家バンク」を平成28年度より「長沼町

空き家・空き地バンク」を設置しています。

移住・定住に向けた関連施策とも連携を図りながら、空き家等の利活用の促進に向け、
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以下の取組みを進めます。 

（１）利活用できる物件の掘り起こし（継続）

啓発と併せた制度周知を図るとともに、町公式ホームページ、広報誌、パンフレット等

により積極的な登録を呼びかけ、登録物件の充実に努めます。 

（２）サポート体制の構築（継続）

空き家バンクの活用により、本町への移住・定住を検討する際の支援として、住宅情報

のほか、移住・定住に必要な情報をワンストップで提供が可能となるよう、関係部局とも

連携を図り、総合的なサポート体制づくりに努めます。 

【空き家バンクのしくみ】 

① 長沼町から、空き家・空き地の情報募集

② 空き家・空き地所有者（委任業者）から、長沼町へ情報登録（申請書提出）

③ 長沼町から、空き家・空き地物件情報の提供（ホームページ）

④ 利用希望者は、提供された情報を確認（ホームページ・問い合わせ）

⑤ 当事者同士で交渉・契約

長沼町空き家・空き地バンク実績  

空き家バンク：平成２５年～令和４年度 登録累計３７件、成約累計３０件 

    空き地バンク：平成２５年～令和４年度 登録累計３１件、成約累計１６件 
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2-2 空き家等を利活用したリフォーム工事への支援

空き家等は、⼦育て世代、移住者の新たな住まいや地域の交流施設等、その利活⽤の⽅法

は複数あると考えられます。また、空き家等が活⽤されることにより地域のコミュニティの

維持・活性化、地域の⽣活環境の保全に繋がります。このことから町では、国の補助制度を

踏まえながら、空き家等の有効利⽤を促進するための空き家等のリフォームに対する補助制

度等、⽀援策を町で費用の一部を負担する制度として創設しました。 

また、本町では平成 23 年から住宅リフォーム助成事業を行っています。所有者が住む住

宅の外部・内部の修繕・改修・増築工事等で活用されており、平成２３年度から令和４年度

の１２年間に延べ３８９件の住宅に活用されています。本助成事業については、平成３０年

度からは空き家も助成対象にできるよう拡充し、空き家等の利活用の促進及び良質な町内住

宅ストックの維持・性能向上を図っています。 

空家対策総合支援助成事業（活用型）実績 令和元年～令和４年 0件 

2-3 地域による跡地活用への支援（継続）

空き家等の除却後の跡地が⻑期にわたり空き地として放置され、地域のまちづくりに悪影

響を及ぼさないよう、地域住⺠の交流の場や菜園等、コモンスペースとして利⽤・管理する

場合、国等が実施する空き家等関連施策の活⽤等を含め、⾏政が⽀援する仕組みについて検

討します。 

2-4 その他利活用促進に向けた取組み（継続）

空き家等の利用促進はもとより、移住・定住の促進にも繋がるよう、関係部局・関係団体

とも連携を図り、物件情報など、移住・定住の検討に必要な情報を発信するためのＰＲ活動

に努めます。 
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管理不全空家等への対応 

3-1 特定空家等の除却への支援（継続）

倒壊の危険性のある空き家等であっても、それらは個人の資産であり、所有者が責任をも

って対応しなければなりませんが、所有者等の置かれている状況は様々であり、除却費用が

所有者にとって大きな負担となることが、老朽化した危険な空き家等の解体が進まない要因

の一つとして考えられます。 

そのようなことから、所有者による自主的な解体を促すため、特定空家等と認定した倒壊

や建築部材の飛散などの危険性のある空き家等を除却する場合に、空家等対策計画に沿って

行う総合的な空家等対策の支援を目的とする国の「空き家対策等総合支援事業」を利用し、

町と国においてその費用の一部を補助する支援制度を創設しました。 

  特定空家等解体支援助成事業（除却型）実績 令和元年～令和４年 ８件 

3-2 財産管理制度の活用（新規）

特定空家等の所有者等の所在を特定できない場合、または所有者が死亡し、相続人のいる

ことが明らかではない場合（相続人全員が相続放棄をした場合を含む。）は、「不在者財産

管理人」または「相続財産清算人」の選任申立てを行うことができることから、この財産管

理制度を活用し、特定空家等の解消を図っていきます。また、民法等の一部を改正する法律

により、土地・建物の効率的な管理を実現するとともに、申立てに係る費用負担の軽減を目

的に、特定の土地・建物のみに特化して管理を行う新たな財産管理制度として、所有者が不

明な土地・建物の管理のために管理人を選任する「所有者不明土地・建物管理制度」が創設

されました。 これまでに相談を受けている空き家の中にも、相続放棄等により所有者が不

在となり、老朽化が進行するものもあります。 このようなことから今後は、この新たな財

産管理制度も活用し、特定空家等の解消を図り、空き家及びその敷地の流通を促進していき
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ます。 

3-3 管理不全空家等の認定、その他行政措置

管理不全空家等とは、適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定

空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等と定義されてい

ます。 管理不全空家等に対する措置の基本的な進め方としては、関係部署と連携し、空家

等の所有者等に対して指導等を行うことにより、対象となる管理不全空家等が特定空家等と

ならないように努めるものとします。 しかしながら、指導等にもかかわらず、管理不全空

家等の状態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当するおそれが大きいと考え

られる場合には、特定空家等となることを防止するために必要な具体的な措置について、勧

告することができると規定されています。 

（１）管理不全空家等の認定

１）認定基準

空家等が管理不全空家等に該当するか否かを判断する基準は、「管理不全空家等及び

特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」

の別紙1～別紙4に定める内容を参考に判断基準を作成し、建物の状態や衛生面、生活環

境面、周辺への影響等について外観目視による現地調査を行った上で、管理不全空家等の

認定を行います。 認定後は、必要な措置を講ずるよう適切な管理を促すため、法に基づ

き「指導」（法第１３条第１項）を行い、状況が改善されない場合には、「勧告」（法第

１３条第２項）と段階的に実施できることとなります。    
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２）管理不全空家等の認定

管理不全空家等に関する措置の流れは以下のとおりとします。 管理不全空家等として、

法の規定を適用して、所有者等に必要な措置をとるよう求める場合には、まず指導を行い

ます。指導をしてもなお、管理不全空家等の状況が改善されず、そのまま放置すれば特定

空家等に該当するおそれが大きい場合は、所有者等に対して相当の猶予期限を付して、具

体的な措置を講ずるよう勧告書を送付します。勧告を行うことで、固定資産税の住宅用地

の特例が解除されます。なお、「相当の猶予期限」とは、勧告を受けた者が当該措置を行

うことにより、周辺の生活環境への悪影響を改善するのに通常要すると思われる期間を意

味し、物件を整理するための期間や工事の施行に要する期間を合計したものが標準となり

ます。 

所有者が不明である場合や所有者が死亡し、その相続人が全員相続放棄をして不存在と

なり、管理不全空家等の改善が見込めない場合は、空き家等が周辺に及ぼす影響や危険の

切迫性などの状況を踏まえて、必要に応じて民法で規定する不在者財産管理人・相続財産

清算人制度の活用や法の規定に基づく略式代執行などによる対応を検討します。 また、

適正な管理が行われていない空き家等については、令和３年の民法の改正を踏まえて、所

有者不明建物の管理制度の活用についても検討します。 

3-4 特定空家等の認定、その他行政措置

周辺に悪影響を及ぼしている空家等については、まずは、所有者等に対し法第12条に基づ

く助言を行います。 

助言後においても、適正な措置が行われず、特に、周辺に著しく悪影響を及ぼしている空

家等で、特定空家等に該当する空家等については、特定空家等と認定したうえで、改善を求

めることとします。 



31 

（１）特定空家等の認定

１）認定基準

特定空家等について、法では具体的な認定の基準を規定していないことから、基本指

針では「国が示すガイドラインを参考として、各市町村において地域の実情を反映しつ

つ、適宜固有の判断基準を定めること等により特定空家等に対応することが適当」と示

されています。そのため町では、協議会に特定空家等の認定基準についての意⾒をいた

だき、その意⾒や国のガイドライン及び北海道の作成した判断基準を踏まえて「長沼町

特定空家等の認定基準」（以下、「町認定基準」という。）を作成しました。 

２）特定空家等の認定

周辺に著しく悪影響を及ぼしている空家等については、特定空家等に該当するか否か

を調査し、該当する空家等については、特定空家等として認定することとします。 

ただし、倒壊の恐れがあるなど、特に危険性が高く、早急に改善を求める必要がある

場合は、法第 12条の助言等を省略し、特定空家等と認定することとします。 

なお、必要に応じ特定空家等の認定をする場合、協議会の意見を聴くことができるこ

ととします。 

【参考】特定空家等の定義 

第２条第２項 「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれの

ある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより

著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態にあると認められる空家等をいう。 
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⇒（ガイドライン）以下の状態にあると認められる「空家等」と定義されている。 

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

（ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

（ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

（ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

（２）特定空家等に対する措置等

１）助言・指導

特定空家等については、速やかな改善を促すため、法第22条第1項により所有者等に

対し必要な措置をとるよう助言・指導を行います。 

２）勧告

助言、指導後においても、状態が改善されない場合は、法第22条第2項により所有者

等に対し、必要な措置をとることを勧告します。 

なお、この勧告により、固定資産税等の住宅用地の特例が適用されなくなりますが、

状態が改善され、特定空家等でないと認めた際は、再度、住宅用地の特例が適用されま

す。 

【表３ 固定資産税及び都市計画税の住宅地の特例措置】 

住宅用地区分 住宅用地区分の範囲 
特例内容 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 面積２００㎡以下の部分 1/6 に軽減 1/3 に軽減 

一般住宅用地 面積２００㎡を超える部分 1/3 に軽減 2/3 に軽減 
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３）命令 

正当な理由なしに勧告に係る措置をとらなかった場合は、法第14条第3項により所有

者等に対し、必要な措置をとることを命令します。 

なお、特定空家等に命令を行うかどうかの実施の是非について 必要に応じて協議会の

意見を聴くことができることとします。 

４）代執行 

法第22条第3項に基づく命令に対し、その措置を履行しないとき、履行しても十分で

ないとき、または、履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、法第22

条第9項に基づき、行政代執行法の定めるところに従い、代執行を行うことができると規

定されています。 

本町の場合は、通学路、避難路、隣地への倒壊等が危惧される、緊急に対応が必要な

空き家等で、所有者等がいない案件から重点的に検討することとします。 

５）緊急時の迅速かつ適切な対応 

空き家等は所有者等の責任において適切に維持保全されるべきものですが、その管理

責任を果たさずに長い間放置されている空き家等は、腐朽・破損などが進行し、周辺環

境に悪影響を与えるような危険な空き家等となります。 このような空き家等が周辺環境

に著しい危険を及ぼしている状況は、地域住民の安全確保のため迅速かつ適切な対応が

必要となることから、危険な状態が切迫し、緊急に危険を回避する必要がある場合には、

町の関係部局が連携して、必要な措置を講じます。なお、雪害による空き家の倒壊等、

近隣への危険の切迫性が高い事案が増えており、所有者等と直ちに連絡がつかないケー

スもあったことから、特定空家等の緊急代執行を含めた空き家等の対応について検討し

ます。
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（３）管理不全空家等及び特定空家等の措置に関するフロー図
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（４）その他法令に基づく手順 

管理不全の空き家等に対し緊急の対応が必要な場合、法の以外の法規に基づく措置を講じ

ます。各種法令に基づく措置が想定されますが、ここでは建築基準法、消防法、道路法、災

害対策基本法、民法による対応のフローを例示します。 
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９．計画の進行管理 

この計画は、総合的かつ計画的に対策を進めていくうえでの基本的な考え方を示すもので

あることから、進行管理については、各種施策の取組み効果を総合的に評価し、社会状況の

変化も考慮しながら適正に行うこととします。 
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